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ＰＦＩ事業の現況等について

内閣府 民間資金等活用事業推進室

（平成１９年６月２９日推進委員会資料）

資料５
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0産業（商業振興施設、農業振興施設 等）
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(25)
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(25)

0健康と環境（医療施設、廃棄物処理施設、斎場 等）

13
(11)

013
(11)

0生活と福祉（福祉施設 等）
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(54)
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(27)

58
(26)

1
(1)

教育と文化（文教施設、文化施設 等）

その他
地方公
共団体

国
合計

事業主体別
分 野

（平成19年5月31日現在）
○分野別実施方針公表件数

※括弧内はサービスの提供が開始されている事業件数

※資料を基に内閣府ＰＦＩ推進室が作成した。
（以下特に出典の引用のないものは同様）
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ＰＦＩ事業件数の累計（実施方針の策定件数）と
事業費（公表金額ベース）の累計

※１．事業費については、事業者選定が行われた事業について実施主体から公表された落札価格、提案価
格又は契約金額を計上したものであるため、一部で現在価値化されていない金額が含まれている場合があ
る。また、年度については、契約年度ごとに分類している（未契約の事業は最新年度に計上）。

内閣府ＰＦＩ推進室作成
（平成１９年５月３１日現在）
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供用開始年度別、右軸は累計

（平成19年5月31日現在）

○運営段階に移行するＰＦＩ事業の増加
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※資料を基に内閣府ＰＦＩ推進室が作成。

（以下特に出典の引用のないものは同様）

これまでの約８年間のＰＦＩ導入実績
（平成１１年度～１９年５月末）

国、地方、公共法人で実施方針等が公表された２７４件のうち、事業者

決定等により公共負担額が決定したものは、 １４９件、２兆２，３５１億円
の事業規模

この場合、約２４％（５，４５２億円）のVFMあり

これまでの約８年間のＰＦＩ導入実績
（平成１１年度～１９年５月末）

国、地方、公共法人で実施方針等が公表された２７４件のうち、事業者

決定等により公共負担額が決定したものは、 １４９件、２兆２，３５１億円
の事業規模

この場合、約２４％（５，４５２億円）のVFMあり

ＰＦＩ導入により、国、地方公共団体、公共法人を通じた国全体の
財政再建に寄与

ＰＦＩ導入により、国、地方公共団体、公共法人を通じた国全体の
財政再建に寄与

○我が国におけるこれまでの約８年間のＰＦＩ導入実績
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69%

31%

0%

総合評価一般
競争入札

公募型プロ
ポーザル

その他 61%

39%

0%

93%

7%

全 国
国等

地方公共団体

（平成19年5月31日現在）

○事業者選定方式について
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○管理者等別事業数

特殊法人その他
公共法人,
 30, 11%事務組合,

 7, 3%

国, 33, 12%

都道府県,
 63, 24%

政令市,
 33, 12%

市区町村,
 99, 37%

単位:件、％

（平成19年5月31日現在）
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○事業費の回収方法による類型別事業数

（平成19年5月31日現在）

Ⅱ類型・Ⅲ類
型,3, 1%

Ⅰ類型,
 170, 62%Ⅱ類型,

 18, 7%

Ⅲ類型,
 43, 16%

Ⅰ類型・Ⅱ類
型, 37, 14%

Ⅰ類型・Ⅲ類
型, 3, 1%

単位:件、％

Ⅰ類型 事業費の全部について、選定事業者が提供する公共サービスの対価として管理者等が選定事業者に支払う類型。

Ⅱ類型 公共サービスの受益者からの料金収入をもって選定事業者が事業費の全額を賄う類型。

Ⅲ類型 Ⅰ類型とⅡ類型のミックス型。
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○施設の所有形態による類型別事業数

（平成19年5月31日現在）

ＢＴＯ,
 187, 68%

ＢＯＴ,
41, 15%

ＢＯＯ,
 12, 4%

複合型、その
他, 26, 9%

ＲＯ,
 8, 3%

単位：件、％
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○事業期間別事業数

（平成19年5月31日現在）
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出典：各発注者公表資料より内閣府ＰＦＩ推進室作成

○事業費の分布

※１．事業主体から公表された、落札価格、提案価格又は契約金額を計上したものを、ここでは便宜上事業費としている。

（平成19年5月31日現在）
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PFI事業の範囲
【特区で委託可能となる業務】
・施設の警備 ・収容監視
・職業訓練 ・信書の検査の補助
・領置物の保管 ・健康診断

【契約により委託可能な業務】
・総務系の事務 ・自動車運転
・庁舎警備等 ・窓口受付
・食事の提供 ・洗濯 ・清掃

地域医療
の充実

地域雇用
の促進

消費拡大効果 関連企業の活性化

地域雇用の創出・地域経済の活性化

地域の活性化
総合医療の確立

地 域

約8.5％の
VFMの実現

共生

婦人科診療
地域からの
雇用

職員及び家族
の定住

地域から生活関連
物資の納入

PFI事業の範囲
【特区で委託可能となる業務】
・施設の警備 ・収容監視
・職業訓練 ・信書の検査の補助
・領置物の保管 ・健康診断

【特区で委託可能となる業務】
・施設の警備 ・収容監視
・職業訓練 ・信書の検査の補助
・領置物の保管 ・健康診断

【契約により委託可能な業務】
・総務系の事務 ・自動車運転
・庁舎警備等 ・窓口受付
・食事の提供 ・洗濯 ・清掃

地域医療
の充実

地域雇用
の促進

消費拡大効果 関連企業の活性化

地域雇用の創出・地域経済の活性化

地域の活性化
総合医療の確立

地 域

約8.5％の
VFMの実現

共生

婦人科診療
地域からの
雇用

職員及び家族
の定住

地域から生活関連
物資の納入

○運営重視型ＰＦＩ事業の取り組み（刑務所の例）

【美祢社会復帰促進センター整備・運営事業】
（ＢＯＴ方式）



１．病院や刑務所のように、運営の比重が高く、発注者のみの能力で要求水準等を作成することが困難な事業の出現

２．平成17年PFI法改正附則第3条に基づく民間事業者との対話の在り方、段階的な事業者選定の在り方等の検討の必要性

３．欧州における競争的対話方式の導入の状況

応募者が発注者の意図を明確に把握して提案するためには、
十分な意思の疎通＝対話が必要

基本的考え方

背 景

ポイント
対
象
事
業

病院や刑務所などの運営の比重の高い案件等に
適用することを想定。

絞込みについての一定のルール及び例について
示している。
一定の基準により点数評価、最低３者程度が妥当
等。

段
階
的
審
査

マネジメント能力等の実質的な能力に関しての資
格審査を行い、絶対評価基準に満たない応募者
を欠格とした事例につき例示。

必要に応じて 応募者ごとの対面での口頭による
対話も可。
公平性の確保等につき、具体的な留意点を提示。

対

話

落札者決定前に対話を行うことにより落札後の変
更を最小化する必要性あり。
あわせて落札後の応募条件等の変更が可能とな
る「競争性の確保に反しない場合」につき例示。

落
札
者
決
定

後
の
変
更

ポイント

○平成平成1818年年1111月月2222日付関係省庁連絡会議幹事会申合せの概要日付関係省庁連絡会議幹事会申合せの概要
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•平成15年3月に出された関係省庁申し合わせを活用して、資格審査における概要提案での絶対評価による絞込
みや、応募者別説明会としての対話を実施した事例として、「多摩広域基幹病院（仮称）及び小児総合医療セン
ター（仮称）整備等事業」を行った東京都に対してヒアリングを行った。

実施方針

入札公告
（一般競争入札）

現場説明会
（応募者別）

4病院
×2回
×3者

入札（提案書の提出）

落札者の決定

資格確認書類の審査
（審査会によるヒアリングを実施）

競争参加資格の確認
（絶対評価による絞込み）

資格確認書類の提出
（重要評価項目に関する事項を含む）

資
格
確
認

質問回答
（4回）

■入札書類提出後の対話で変更できる範囲
入札書類の提出を受けたのちは、入札書類の明瞭化作業を東京都が行い、追加提案や修正提案とならないこ
とに留意しつつ最低限必要な明瞭化が行われた。特に、入札書類の基礎審査において、軽微な不明点につい
ては、都が指摘し応募者がその内容を確認して、東京都に示す作業が行われた。
また、審査委員会の審議に資するために基礎審査を通過した適格な応募者を対象としたヒアリングの機会が
設けられた。

■募集要項の示し方
基本的にすべての要求水準や契約条件は、入札公告の時点で募集要項として公表した。
さらに、これらの要求水準や契約条件を補足する資料を後日提示し、東京都の意向や事業に関する情報が
適切に民間事業者に伝わるような工夫が行われた。

■事業者の審査基準
形式的な資格の確認にとどまらず、経営体制やマネジメント能力等の実質的な能力に関しての資格確認が
行われた。ただし、一般競争入札における資格確認の位置づけであるため、資格確認はあらかじめ定めた
基準に基づき審査が行われた。4グループから資格確認申請があったが、絶対評価にて基準に満たない1グ
ループが欠格となった。

■対話の実施方法
応募者の事業に関する理解度を高め、都と応募者との間の業務内容についての解釈や理解の相違ができ
るだけ生じないよう、応募者別に現場説明会を実施した。
現場説明会においては、各応募者が自身の提案に係る情報を口頭で示すこともなされた。この際、東京都と
して当該情報が要求水準の枠内であるかどうかについてはコメントしたものの、内容に関する評価をしな
かったことは無論のこと、応募者の発言内容に関する情報の管理は適切に行った。

○東京都へのヒアリング東京都へのヒアリング
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対話参加者の選定・招請

多摩病院の事例 EUの競争的対話方式

実施方針

入札公告
（一般競争入札）

現場説明会
（応募者別）

4病院
×2回
×3者

※文書での
明確化

入札（提案書の提出）

落札者の決定

資格確認書類の審査
（審査会による
ヒアリングを実施）

競争参加資格の確認
（絶対評価による絞込み）

資格確認書類の提出
（重要評価項目に関する

事項を含む）

公告

対話

※候補者別に実施

最終入札

落札者の決定

資
格
確
認

質問回答
（4回）

対話の終了宣言・最終入札書の提出要請

PQ書類の審査

PQ書類の提出

対話を行う数社の選定
（３者程度）

○多摩病院ＰＦＩ事業のフローとEUの競争的対話方式のフローの比較
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Point 1Point 1 対象事業対象事業

発注者のみの能力では要
求水準書等を作成するこ
とが困難な事業について
の適用を想定。

運営重視型事業は例示。

全てのＰＦＩ事業に適用することが想定されているものではない。

対話は発注者・応募者双
方に相応の時間・コストの
負担を伴う。

○関係省庁連絡会議幹事会申し合わせのポイント関係省庁連絡会議幹事会申し合わせのポイント



18

Point 2Point 2 対話対話

いわゆる性能発注である
ため、発注者は応募者に
対してニーズを明確に伝
えることが求められる。

必要に応じて応募者ごとの対面による口頭による対話も可。

対話を行う際は公正性・
透明性等を担保。

・第三者の関与
・公表すべき情報と秘匿
すべき情報を峻別

等
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Point 3Point 3 段階的審査段階的審査

審査方法

審査基準 →

具体例 →

ＰＦＩにおける一般競争入札において、民間事業者の負担、審
査の精度の観点から、応募者を絞り込むことが有益。

絞り込む応募者数
→ 最低３者程度

ただし絶対評価基準による

できるだけ絞り込み
の効果が出る方法
の採用

経営体制やマネジ
メント能力等の実
質的な能力につい
ての資格審査を
行った例あり。
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Point 4Point 4 落札者決定後の変更落札者決定後の変更

•落札者決定前に対話を行うことにより落札後の変更を最小
化する必要性あり。

•他方、ＰＦＩ事業においては、落札者決定後の契約書案、入
札説明書等の内容の変更は一切許容されないものではなく、
競争性の確保に反しない場合に限り変更は可能。

競争性の確保に反しない場合とは、ＶＦＭが向上する場合を想定。
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対面での対話（応募者別説明会等）

質疑回答（書面）

入札

入札書類の審査

概要提案等による事前資格審査・競争参加資格の確認

要求水準書等の公表、民間事業者との対話・修正

入札書類の審査

EUにおける競争的対話方式 ＰＦＩ関係省庁連絡会議幹事会申合せに示された手順の例

EU官報での公告

対話の終了宣言・最終入札書の提出要請

事前資格審査・参加者の選定・招請

落札者の決定

契約の締結

最終入札

対話

実施方針の公表

１
〜

３
回

程

度

入札公告

資格審査における概要提案の評価結果の説明

質疑回答（書面）

落札者の決定

契約の締結

○ＥＵにおける競争的対話方式と今回の申合せに示された考え方の比較ＥＵにおける競争的対話方式と今回の申合せに示された考え方の比較
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【趣旨】

指定管理者制度、ＰＦＩ制度、市場化テスト等官民連携して公共サービス、公共施設
の管理等を行う手法について、その適切な推進を図る観点から相互の連携・協力を
図るため、必要な情報交換を行うことを目的として、官民連携手法に関する関係省庁
連絡協議会を開催。

【構成員】

総務省自治行政局行政課長
総務省自治行政局地域振興課長 指定管理者制度
総務省自治行政局行政体制整備室長
内閣府民間資金等活用事業推進室参事官 ＰＦＩ
内閣府公共サービス改革推進室参事官 市場化テスト

【開催】

平成１９年５月１５日 第１回官民連携手法に関する関係省庁連絡協議会 開催

○官民連携手法に関する関係省庁連絡協議会
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●第１章 ＰＦＩの概要
１－１ ＰＦＩ導入の経緯
１－２ ＰＦＩの基本的考え方
１－２－１ ＰＦＩの目的・効果
１－２－２ ＰＦＩの主要な特色
１－２－３ ＰＦＩの対象施設

１－３ ＰＦＩの事業スキーム
１－３－１ 事業スキーム・事業類型

１－４ 我が国におけるＰＦＩ制度、支援措置等の概要
１－４－１ 制度の枠組み
１－４－２ 支援措置等
１－４－３ 事業者選定方式
１－４－４ 国等、地方公共団体の推進体制

●第１章 ＰＦＩの概要
１－１ ＰＦＩ導入の経緯
１－２ ＰＦＩの基本的考え方
１－２－１ ＰＦＩの目的・効果
１－２－２ ＰＦＩの主要な特色
１－２－３ ＰＦＩの対象施設

１－３ ＰＦＩの事業スキーム
１－３－１ 事業スキーム・事業類型

１－４ 我が国におけるＰＦＩ制度、支援措置等の概要
１－４－１ 制度の枠組み
１－４－２ 支援措置等
１－４－３ 事業者選定方式
１－４－４ 国等、地方公共団体の推進体制

●第２章 我が国におけるＰＦＩの現況

２－１ ＰＦＩ事業の実施状況
２－１－１ 実施方針公表済み事業全体の傾向

２－１－２ アンケート調査で回答のあった１９５事業を対象とした
分析

２－２ ＰＦＩ手法の導入事例

●第２章 我が国におけるＰＦＩの現況

２－１ ＰＦＩ事業の実施状況
２－１－１ 実施方針公表済み事業全体の傾向

２－１－２ アンケート調査で回答のあった１９５事業を対象とした
分析

２－２ ＰＦＩ手法の導入事例

●第３章 我が国のＰＦＩの課題と今後に向けて

３－１ 我が国のＰＦＩの課題
３－１－１ 着実に進捗するＰＦＩ事業

３－１－２ 事業の進捗に伴う課題の発生

３－２ 今後に向けて
３－２－１ 改築更新、維持管理需要の増大への対応

３－２－２ 地方分権等の動きに即した対応

●第３章 我が国のＰＦＩの課題と今後に向けて

３－１ 我が国のＰＦＩの課題
３－１－１ 着実に進捗するＰＦＩ事業

３－１－２ 事業の進捗に伴う課題の発生

３－２ 今後に向けて
３－２－１ 改築更新、維持管理需要の増大への対応

３－２－２ 地方分権等の動きに即した対応

ＰＦＩ導入の経緯、制度の概要につ
いて説明

ＰＦＩ導入の経緯、制度の概要につ
いて説明

公表資料（平成１７年度末）、アン
ケート結果（平成１８年１月末日）
をもとに、我が国のＰＦＩの現況に
ついて説明

公表資料（平成１７年度末）、アン
ケート結果（平成１８年１月末日）
をもとに、我が国のＰＦＩの現況に
ついて説明

第２章の分析の結果およびＰＦＩ推
進委員会等の議論を踏まえ、事業の
進捗に伴う課題等について説明

第２章の分析の結果およびＰＦＩ推
進委員会等の議論を踏まえ、事業の
進捗に伴う課題等について説明

○情報発信機能の強化（１）

ＰＦＩアニュアルレポート（平成17年度版）
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日 時：平成１９年３月８日

場 所：経団連会館 経団連ホール

内 容 ①ＰＦＩに係わる取組み状況等（内閣府民間資金等活用事業推進室）

②ＰＦＩの課題等（パネルディスカッション）

【パネラー】

井熊 均 株式会社日本総合研究所創発戦略センター所長

井上 洋 社団法人日本経済団体連合会産業第一本部長

白岩 靖史 仙台市企画市民局総合政策部調整課事業手法調整（PFI）担当主事

野田 由美子 ＰｗＣアドバイザリー株式会社 パートナー

山内 弘隆 一橋大学大学院商学研究科長兼一橋大学商学部長（モデレーター）

参加者
公共 １３３名
民間事業者 ３７３名
計 ５０６名

ＰＦＩの現状と課題についてのセミナー ～現場の課題の解決に向けて～

○情報発信機能の強化（２）

公共

１３３名

２６．３％

民間事業者

３７３名

７３．７％



PFIの現状と課題についてのセミナー開催のご案内

【内容についての問い合わせ先及び申し込み先】
○内閣府 民間資金等活用事業推進室（ＰＦＩ推進室） 担当：後藤、福井
ＦＡＸ：０３－３５８１－９６８２ 電話：０３－３５８１－９６８１
ホームページ：http://www8.cao.go.jp/pfi

～現場の課題の解決に向けて～

１．主催者： 内閣府民間資金等活用事業推進室

２．内容：
① ＰＦＩに係わる取組み状況等（関係省庁連絡会議幹事会申合せを中心として）

内閣府民間資金等活用事業推進室参事官 町田裕彦

② ＰＦＩの課題等（パネルディスカッション）
【パネラー（五十音順）】
井熊均 株式会社日本総合研究所創発戦略センター所長

井上洋 社団法人日本経済団体連合会産業第一本部長
白岩靖史 仙台市企画局総合政策部調整課事業手法調整（PFI）担当 主事

野田由美子 ＰｗＣアドバイザリー株式会社 パートナー
山内弘隆 一橋大学大学院商学研究科長兼一橋大学商学部長（モデレーター）

町田裕彦 内閣府民間資金等活用事業推進室 参事官

３．参加料： 無料

４．定員： ４００名程度
※収容定員を超える場合は、申し込み先着順とさせていただくことがあります。

５．日程： 平成１９年３月８日（木） １３：３０～１７：００

６．開催場所： 経団連会館 経団連ホール（東京都千代田区大手町１－９－４）
（地図はこちら http://www.keidanren.or.jp/japanese/profile/kaikan/map.html 社団法人日本経済連合会ＨＰより）

内閣府民間資金等活用事業推進室

ＰＦＩ法が施行され７年以上が経過し、ＰＦＩ事業は着実に進展しておりますが、ＰＦＩの進展に伴い、
運営の比重が高い事業の出現など、ＰＦＩ事業が多様化してきております。このため、内閣府では、
ＰＦＩに関する新たな課題につき検討を行っておりますが、その一環として、昨年１１月にはＰＦＩの入
札にＥＵの競争的対話方式の考え方を取り入れた関係省庁連絡会議幹事会申し合わせをとりまと
めたところです。今回、PFI事業における政府の取組状況を広く普及することを目的とし、国の機関、
地方公共団体、PFI事業の発案、受注に携わる民間の事業者及び関係者を対象として、ＰＦＩの現
状や内閣府の取り組みについての説明を行うとともに、入札契約制度等ＰＦＩをめぐる諸課題に係
るパネルディスカッションを開催致します。つきましては、皆様におかれましては、ふるってご参加く
ださいますよう、ご案内申し上げます。

２
５
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１月１９日
札幌会場

２月２３日
仙台会場

３月１６日
東京会場

２月９日
福岡会場

２月１６日
岡山会場

３月９日
大阪会場

３月２日
静岡会場

１月２４日
高崎会場

〔事業概要〕

ＰＦＩ事業が進展してくる中で、入札契約手続きにおけるＰＦＩ事業者の選定方法、安全性の

確保など運営段階での課題など、各事業におけるさまざまな課題が顕在化しており、公共施

設等の管理者等を対象として、さまざまな課題に対して有識者による助言等を行ったもの。

〔対象者〕

国、地方公共団体、独立行政法人等の職員

〔参加者〕

全国８ヵ所 計１６２名

〔主な内容〕

○予算編成と事業者選定に関する課題を中心として

○契約及び直接協定締結時の留意点について

○事業継続のためのモニタリングの仕組みについて

ＰＦＩ事業における助言・指導等に関するセミナーの実施

○情報発信機能の強化（３）




